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目標 リスク発生要因 年度 不正防止計画 対応 実施項目

責任体系及び役割、責
任と権限を明確に定め
る必要がある。

1-1 2022年度 ガイドラインの変更を受け、役割や責任・権限について見直しを行
う。学内体制に変更があった場合も必要に応じて見直しを行う。

新規 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実
施基準）（令和3年2月1日改正）」を受け、公的研究費の運営・管
理における責任体系、各責任者の役割、責任の範囲及び権限
について検討し、「愛知淑徳大学における公的研究費の運営及
び管理に関する規程」の改定を行った。（2022年5月24日の大学
協議会にて、決裁済み）

責任体系及び役割、責
任と権限を明確に定め
る必要がある。

1-1 2023年度 ガイドラインの変更を受け、役割や責任・権限について見直しを行
う。学内体制に変更があった場合も必要に応じて見直しを行う。

必要に応じて
見直し

不正防止対策の基本
方針について、見直し
が行われていない。

1-2 2022年度 不正防止対策の基本方針を策定する。
また、必要に応じて、競争的研究費等の運営・管理に関わる全て
の構成員に対する行動規範の見直しを行う。

新規 「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実
施基準）（令和3年2月1日改正）」を受け、「愛知淑徳大学におけ
る公的研究費等不正防止に関する基本方針」を策定するととも
に、「愛知淑徳大学研究活動上の行動規範」の見直しを行った。
（基本方針は5月24日、行動規範は6月21日の各大学協議会に
て決裁済み）

不正防止対策の基本
方針について、見直し
が行われていない。

1-2 2023年度 不正防止対策の基本方針を策定する。
また、必要に応じて、競争的研究費等の運営・管理に関わる全て
の構成員に対する行動規範の見直しを行う。

必要に応じて
見直し

各責任者に、必要な情
報が伝達されない可能
性がある。

1-3 2022年度 決定した報告ルールに従い、事務部門から各責任者、コンプライア
ンス推進責任者から統括管理責任者、統括管理責任者から最高
管理責任者に対し、不正防止計画等の実施状況を報告する。

継続 決定した報告ルールに従い、事務部門から各責任者、コンプライ
アンス推進責任者から統括管理責任者、統括管理責任者から最
高管理責任者に対し、不正防止計画等の通年での実施状況及
び次年度計画を報告する。

各責任者に、必要な情
報が伝達されない可能
性がある。

1-3 2023年度 決定した報告ルールに従い、事務部門から各責任者、コンプライア
ンス推進責任者から統括管理責任者、統括管理責任者から最高
管理責任者に対し、不正防止計画等の実施状況を報告する。

継続

ルールの明確な定義及
び実態との乖離の
チェックが不十分な可
能性がある。

2-1 2022年度 発注、検収、人件費、旅費の各ルールの運用状況について確認
し、必要に応じて見直しを行う。

必要に応じて
見直し

発注、検収、人件費、旅費の各ルールの運用状況について確認
した。（[4-1]～[4-6]を参照）

ルールの明確な定義及
び実態との乖離の
チェックが不十分な可
能性がある。

2-1 2023年度 発注、検収、人件費、旅費の各ルールの運用状況について確認
し、必要に応じて見直しを行う。

必要に応じて
見直し

ルールの周知が不十
分な場合や、例外的処
理についてルールの統
一的運用が行われない
可能性がある。

2-2 2022年度 理解度テストの分析：
科研費使用に関する説明会において理解度テストを実施し、その
分析結果を各責任者に報告する。更に、その分析結果を考慮し
て、必要に応じてルールの周知方法の見直しを行う。

継続 科研費使用に関する説明会における受講者による理解度テスト
の1年間の結果を分析し、受講者に対して結果を共有するととも
に、各責任者に対して報告を行った。（2022年12月20日開催の
不正行為防止対策委員会にて報告済み）

ルールの周知が不十
分な場合や、例外的処
理についてルールの統
一的運用が行われない
可能性がある。

2-2 2023年度 理解度テストの分析：
科研費使用に関する説明会において理解度テストを実施し、その
分析結果を各責任者に報告する。更に、その分析結果を考慮し
て、必要に応じてルールの周知方法の見直しを行う。

継続

研究費の使用につい
て、研究者及び事務職
員の職務権限（責任範
囲）が明確に定められ
ておらず、わかりやす
い整理が行われている
とはいえない。

2-3 2022年度 改定が必要なルールを検討するため、問い合わせや誤りの多い手
続等について情報収集を継続する。
また、必要に応じて、科研費説明会資料等の見直しを行う。

必要に応じて
見直し

「科研費Q＆A」及び「科学研究費の取り扱いについて」につい
て、2022年度使用ルール変更を踏まえ、４月に改訂を行った。

研究費の使用につい
て、研究者及び事務職
員の職務権限（責任範
囲）が明確に定められ
ておらず、わかりやす
い整理が行われている
とはいえない。

2-3 2023年度 改定が必要なルールを検討するため、問い合わせや誤りの多い手
続等について情報収集を継続する。
また、必要に応じて、科研費説明会資料等の見直しを行う。

必要に応じて
見直し

理解度の把握、その後
の対応に関する検討が
必要。

2-4 2022年度 ①「愛知淑徳大学　不正防止に係る啓発活動計画」に基づきコンプ
ライアンス教育を実施し、対象者へ受講を求める。対象は以下の
通りとする。：
すべての専任教員及び研究支援を行う職員（大学院生については
任意受講とする。）

②コンプライアンス教育の受講及び誓約書の提出状況の確認を継
続するともに、以下について、継続的に検討を行う。
　1) 受講対象者の把握：受講対象者の確認
　2) 受講率を高めるための施策
　3) 未受講者に対する方策

③コンプライアンス教育の内容を踏まえて意識の向上と浸透を図
ることを目的とし、「コンプライアンス教育・啓発活動に関する年間
計画」に基づき、不正防止に向けた意識向上のための取組（啓発
活動）を継続する。

継続 ①②以下のとおり、コンプライアンス教育を実施した。
▶e-Learnig　（12/1現在）
教員：対象者263人、受講者263人（受講率100％）
客員教員：対象者2人、受講者2人（受講率100％）
職員：対象者51人、受講者51人（受講率100％）

③「コンプライアンス教育・啓発活動に関する年間計画」に基づ
き、以下を実施した。
・研究者を中心とした全構成員に対するメール配信（四半期に1
回）【実施済】４月、７月、10月、1月
・研究者を中心とした全構成員に対するポスター掲示及びチラシ
配付
・学部生及び大学院生に対するリーフレット配付

理解度の把握、その後
の対応に関する検討が
必要。

2-4 2023年度 ①「愛知淑徳大学　不正防止に係る啓発活動計画」に基づきコンプ
ライアンス教育を実施し、対象者へ受講を求める。対象は以下の
通りとする。：
すべての専任教員及び研究支援を行う職員（大学院生については
任意受講とする。）

②コンプライアンス教育の受講及び誓約書の提出状況の確認を継
続するともに、以下について、継続的に検討を行う。
　1) 受講対象者の把握：受講対象者の確認
　2) 受講率を高めるための施策
　3) 未受講者に対する方策

③コンプライアンス教育の内容を踏まえて意識の向上と浸透を図
ることを目的とし、「コンプライアンス教育・啓発活動に関する年間
計画」に基づき、不正防止に向けた意識向上のための取組（啓発
活動）を継続する。

継続

不正に係る告発・調査
について、明確に定め
られていない。

2-5 2022年度 ①-1 告発・調査について、継続して規定に則った運用を行う。ま
た、告発等の制度の利用状況を確認する。
①-2 告発等の制度の利用方法、不正を認定した場合の調査結果
公表手続、機関において発生した不正の調査結果（処分も含む）
について、継続的に周知を行う。

②業者等の外部者に対する相談窓口及び告発等の窓口につい
て、必要に応じて見直しを行う。

継続 ①-1 告発等の制度の利用状況を確認したところ、2022年11月
30日現在、外部より該当の申出は0件であった。
①-2 通報・申立・相談窓口について、「公正な研究活動の推進
ならびに研究費の不正防止に関する責任体系図」に追記した。

② －

不正に係る告発・調査
について、明確に定め
られていない。

2-5 2023年度 ①-1 告発・調査について、継続して規定に則った運用を行う。ま
た、告発等の制度の利用状況を確認する。
①-2 告発等の制度の利用方法、不正を認定した場合の調査結果
公表手続、機関において発生した不正の調査結果（処分も含む）
について、継続的に周知を行う。

②業者等の外部者に対する相談窓口及び告発等の窓口につい
て、必要に応じて見直しを行う。

継続

不正を発生させる要因
を把握し、具体的な不
正防止計画を策定・実
施することにより、関係
者の自主的な取組を喚
起し、不正の発生を防
止する

不正を発生させる要因
の整理・評価及び具体
的な不正防止計画につ
いて、見直しが行われ
ていない。

3-1 2022年度 計画の実施状況を整理し、モニタリングの結果や、リスクが顕在化
したケースの状況等を活用し、翌年度の不正防止計画の策定を行
う。（4-2[発注]、4-5[人件費]、4-6[旅費]を参照。）

継続 計画の実施状況を整理し、モニタリングの結果や、リスク顕在化
の有無を踏まえて、不正防止計画の見直しの検討を行う予定
（今年度の計画の実施が終了した時点で、実施内容の検証結果
を反映させた次年度計画を策定し、不正行為防止対策委員会に
て審議予定）

不正を発生させる要因
の整理・評価及び具体
的な不正防止計画につ
いて、見直しが行われ
ていない。

3-1 2023年度 計画の実施状況を整理し、モニタリングの結果や、リスクが顕在化
したケースの状況等を活用し、翌年度の不正防止計画の策定を行
う。（4-2[発注]、4-5[人件費]、4-6[旅費]を参照。）

継続

第
１
節
　
機
関
内
の
責
任
体
系
の
明
確
化

公的研究費の運営・管
理を適正に行うため
に、機関内の運営・管
理に関わる責任者が不
正防止対策に関して機
関内外に責任を持ち、
積極的に推進していくと
ともに、その役割、責任
の所在・範囲と権限を
明確化し、責任体系を
機関内外に周知・公表
する。

第
２
節
　
適
正
な
運
営
・
管
理
の
基
盤
と
な
る
環
境
の
整
備

組織として不正を許さ
ない風土を構築し、公
的研究費の運営・管理
に関わる全ての構成員
の不正防止対策の理
解や意識を高める。

第
３
節
　
不
正
を
発
生
さ
せ
る

画
の
策
定
・
実
施
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目標 リスク発生要因 年度 不正防止計画 対応 実施項目

防止計画推進部署が
明確ではなく、不正防
止計画策定後の実施、
実施状況の確認が不
十分である。

3-2 2022年度 不正行為防止対策委員会において、不正防止計画の実施状況を
定期的に確認し、各責任者に対して必要な報告を行う。

継続 不正防止計画について、実施状況を確認し、責任者に対して必
要な報告を行う予定。（2022年12月20日開催の不正行為防止対
策委員会にて報告済）

防止計画推進部署が
明確ではなく、不正防
止計画策定後の実施、
実施状況の確認が不
十分である。

3-2 2023年度 不正行為防止対策委員会において、不正防止計画の実施状況を
定期的に確認し、各責任者に対して必要な報告を行う。

継続

発注状況について、発
注者とは異なる事務部
門において即時に把握
できる体制とはなってい
ない。

4-1 2022年度 ①発注段階での事務部門における支出財源の特定については、
以下のルールを徹底することで対応する。
1) 原則、発注前に事前承認（「伺い書」の提出）を受ける
2) やむを得ず事後申請となる場合は、研究課題に合致していると
本学が認めたものに限り支払に回付する
3) 学部等事務室において、研究課題ごとに予算管理簿を作成し、
執行状況を管理する

②学部等事務室において、定期的に予算管理簿を確認し、必要に
応じて、執行遅延の理由を確認のうえ、計画的な執行をサポートす
る。

継続 ① －

②学部等事務室において、予算管理簿に基づき、必要に応じ
て、執行遅延の理由確認、及び手続きに関する情報提供を適宜
行った。

発注状況について、発
注者とは異なる事務部
門において即時に把握
できる体制とはなってい
ない。

4-1 2023年度 ①発注段階での事務部門における支出財源の特定については、
以下のルールを徹底することで対応する。
1) 原則、発注前に事前承認（「伺い書」の提出）を受ける
2) やむを得ず事後申請となる場合は、研究課題に合致していると
本学が認めたものに限り支払に回付する
3) 学部等事務室において、研究課題ごとに予算管理簿を作成し、
執行状況を管理する

②学部等事務室において、定期的に予算管理簿を確認し、必要に
応じて、執行遅延の理由を確認のうえ、計画的な執行をサポートす
る。

継続

業者との癒着の発生を
防止するための対応が
十分ではない場合に
は、不正な取引が生じ
やすい可能性がある。

4-2 2022年度 科研費執行データ（個人立替を除く）に基づき、業者誓約書を徴取
する。
また、個人立替に係る業者についても、取引件数や取引金額に応
じて、追加徴取することを検討する。

継続 2021年度の科研費執行データを確認し、不正防止の観点からガ
イドラインで求められる業者への誓約書の提出を求めた。

業者との癒着の発生を
防止するための対応が
十分ではない場合に
は、不正な取引が生じ
やすい可能性がある。

4-2 2023年度 科研費執行データ（個人立替を除く）に基づき、業者誓約書を徴取
する。
また、個人立替に係る業者についても、取引件数や取引金額に応
じて、追加徴取することを検討する。

継続

発注に関して、ルール
と実態が乖離しないよ
う、一部見直しが必要と
考えられる。

4-3 2022年度 事務部門発注及び研究者発注に関する手続きの運用状況を定期
的に確認し、必要に応じて見直しを行う。

継続 競争的資金等に係る事務部門発注及び研究者発注に関する手
続きについて、運用状況を確認した。
【学部等事務室】2022年12月1日現在
・事務部門発注（50万円以上）及び研究者発注（50万円未満）に
関する手続きの運用状況を確認したところ、研究者による大きな
不備は検出されなかった。
※事務部門発注対象は７件

発注に関して、ルール
と実態が乖離しないよ
う、一部見直しが必要と
考えられる。

4-3 2023年度 事務部門発注及び研究者発注に関する手続きの運用状況を定期
的に確認し、必要に応じて見直しを行う。

継続

検収及び物品管理の
強化が必要な購買につ
いて、検討が必要。

4-4 2022年度 ①特殊な役務（データベース・プログラム・デジタルコンテンツ開発・
作成、機器の保守・点検など)については、以下を周知している。
・必要に応じて、管財事務室（情報）へ事前相談を行うこと
・「特殊な役務の検収の流れ_フロー図」において、事後的に専門的
知識を有する者によるチェックが行われる場合があること

②競争的資金等を財源とする換金性の高い物品（パソコン、タブ
レット型コンピュータ、デジタルカメラ、ビデオカメラ、テレビ、録画機
器、金券類）については、金額の多寡にかかわらず、管理シールを
貼付し、データベースに登録する。

継続 ①科研費執行データのうち、10万円以上の特殊な役務について
モニタリングを実施した結果、該当する支出は2件あり、特段不
適切と思われる点は検出されなかった。

②換金性の高い物品の管理手続きについて、運用状況を確認し
た。
【学部等事務室】2022年12月1日現在
新規取得予定の機器54件をデータベース登録し、支払いの完了
したものより順次管理シールの貼り付けを行った。

検収及び物品管理の
強化が必要な購買につ
いて、検討が必要。

4-4 2023年度 ①特殊な役務（データベース・プログラム・デジタルコンテンツ開発・
作成、機器の保守・点検など)については、以下を周知している。
・必要に応じて、管財事務室（情報）へ事前相談を行うこと
・「特殊な役務の検収の流れ_フロー図」において、事後的に専門的
知識を有する者によるチェックが行われる場合があること

②競争的資金等を財源とする換金性の高い物品（パソコン、タブ
レット型コンピュータ、デジタルカメラ、ビデオカメラ、テレビ、録画機
器、金券類）については、金額の多寡にかかわらず、管理シールを
貼付し、データベースに登録する。

継続

人件費に関するルール
を、わかりやすく周知で
きていない可能性があ
る。

4-5 2022年度 研究補助者等については、以下により管理する。
・学部等事務室において、採用時に面談を行い、本学及び科研費
ガイドライン上のルールを説明する。
・勤務表は学部等事務室において管理する。

継続 学部等事務室における、研究補助者等の採用時の面談につい
て、実施状況を確認した。
【学部等事務室】2022年12月1日現在
今年度の新規採用者は1人であり、ルール通り、採用時の面談
を実施している。

人件費に関するルール
を、わかりやすく周知で
きていない可能性があ
る。

4-5 2023年度 研究補助者等については、以下により管理する。
・学部等事務室において、採用時に面談を行い、本学及び科研費
ガイドライン上のルールを説明する。
・勤務表は学部等事務室において管理する。

継続

旅費に関するルール
を、わかりやすく周知で
きていない可能性があ
る。

4-6 2022年度 旅費関連書類の確認については、学部等事務室及び総務事務室
において出張伺いと復命書の突合を行う。また、必要に応じてルー
ルの見直しを行う。（旅費の重複受給防止のための施策）

継続 学部等事務室及び総務事務室による旅費関連書類の一元管理
について、運用状況を確認した。
【学部等事務室】2022年12月1日現在
ルール通りに運用しており、出張伺いと復命書の不一致等、特
段の不備は検出されなかった。

旅費に関するルール
を、わかりやすく周知で
きていない可能性があ
る。

4-6 2023年度 旅費関連書類の確認については、学部等事務室及び総務事務室
において出張伺いと復命書の突合を行う。また、必要に応じてルー
ルの見直しを行う。（旅費の重複受給防止のための施策）

継続

第
４
節
　
研
究
費
の
適
正
な
運
営
・
管
理
活
動

第３節で策定した不正
防止計画を踏まえ、適
正な予算執行を行う。
業者との癒着の発生を
防止するとともに、不正
につながりうる問題が
捉とらえられるよう、第
三者からの実効性のあ
るチェックが効くシステ
ムを作って管理する。

　

る
要
因
の
把
握
と
不
正
防
止
計
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